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研究成果の概要（和文）：本研究は、日米の学力テスト体制の比較研究である。本研究では、2013年に全国の教育委員
会に対して学力調査の実施状況に関するアンケート調査を実施し、分析した。また、2014年度には面接調査も実施し、
分析した。本研究の成果は、市町村教育委員会で学力調査が実施される理由と背景、ならびに市町村における学力調査
が地方版「学力調査体制」の確立であった点を解明したことである。アメリカにおいては、1990年代より学力テストが
普及し、浸透しているので、これを分析した。

研究成果の概要（英文）：This research is a comparative study of an achievement test system of Japan and 
USA.In this study, we put a questionnaire survey on the implementation of academic ability test 
administered to boards of education in Japan in 2013. In addition, follow-up interviews were conducted to 
further expand on the questionnaire data. 　This study clarifies factors causing municipal boards of 
education to implement academic ability surveys, and suggests that such surveys constitute local versions 
of “the national assessment system concerning academic ability”.　As an achievement test also was 
widely used and permeated more than 1990 's. in America, we tried to analyze this problems.
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１．研究開始当初の背景 
現代アメリカのテスト政策研究は、主に連

邦政府・州政府主導の「スタンダード」「ア

カウンタビリティ」「アセスメント」に基づ

くテスト政策の展開を解明するものであっ

た。近年では、その集大成として位置づけら

れる 2002 年の「どの子も置き去りにしない

法」から 2009 年の競争型資金プログラムで

ある「頂点への競争」までの教育政策分析も

行われている。一方、日本の場合には 2007

年から文部科学省による「全国学力・学習状

況調査」が実施され、その効果や問題点を多

くの研究者が指摘している。こうした日米両

国のテスト政策は、学力の実態調査と学力の

底上げによる学力格差の是正を目指したも

のでもある。本研究では、日米両国における

「ナショナル・テスト」と地方自治体による

「ローカル・テスト」に焦点化して、その実

態を比較検証するものである。日米両国のテ

スト政策に関する先行研究は、個別実証的な

研究にとどまるものが多く、全国的な状況を

把握し、地方自治体のテスト政策の目的、特

色、問題点などを解明した研究は未だ皆無で

ある。 

 
２．研究の目的 
本研究は、日米両国において学力向上や学

力保障を目的としたテスト政策の実態を比

較研究することである。とりわけ、本研究に

おいては日米両国のナショナル・テストと地

方自治体におけるローカル・テストの特色や

問題点などの実態調査を行い、日米両国のテ

スト政策の類似性と差異性を解明すること

である。類似性とは、日米両国におけるテス

ト政策が学力向上や学力保障を目的として

展開されている点である。差異性とは、テス

トの目的、結果公表の仕方、利用の仕方の違

いなどである。日米両国の違いは、アメリカ

側がより厳しい「アカウンタビリティ」政策

を実施し、「ハイステイクス・テスト」とな

っているが、日本の場合はアメリカほどの厳

しさはなく「ローステイクス・テスト」の段

階にあると言える。 
 
３．研究の方法 
「日本のテスト政策研究」に関しては、北

野（研究代表者）が中心となって、都道府県

と町村教育委員会にも同様のアンケート調

査を実施する。アンケート調査実施後には、

これを速やかに分析し、都道府県別のテスト

政策と都道府県内の市・町村におけるテスト

政策の分析・類型化を行う。また、特色ある

自治体には面接調査も実施する。以上のよう

なアンケート調査・面接調査に加え、高橋寛

人（研究分担者）が中心となって、戦後から

今日までの地方教育行政における首長と教

育委員会の権限関係を歴史的に考察し、これ

らからの地方自治体における学力向上や学

力保障政策のあり様を検討する。 

「アメリカのテスト政策研究」に関しては、

黒田友紀（研究分担者）が中心となって、全

米各州のテスト政策の実態を集計し、比較・

分析するだけでなく、調査対象となる州や自

治体の選別作業を実施する。その選別作業の

結果に基づいて、特色ある州や都市部の学区

にインタビュー調査を実施し、アメリカのテ

スト政策の実態や特色を解明する。とりわけ、

各州や主要都市部におけるテスト政策の実

態に注目し、首長主導型教育改革の経緯や問

題点を解明し、テスト政策による学力向上政

策の有効性に関して検証する。 

以上のように、日米のテスト政策の実態解

明を実施した後には、全体研究会を開催し、

日米両国のテスト政策の実態と教育改革の

関連性を整理する。 

 

４．研究成果 

 平成 25 年度の研究成果は、全国の都道

府県（悉皆調査）と町村の教育委員会（抽

出調査）に対して学力テストに関するアン

ケート調査を実施したことである。アンケ

ート回収後は、自治体と質問項目ごとに分



類表を作成し、比較検証を行った。また、

講演会を 1 件、学会発表を 1 件行い、日本

の学力テスト導入の背景や経緯に関する報

告を行った。アメリカにおけるテスト政策

に関しては、全米各州の学力テストの実施

状況の調査を進めると共に、シカゴ市やボ

ストン市などにおけるアメリカの都市部学

区における「首長主導型」「分散型リーダー

シップ」に基づく教育ガバナンスの理論と

実態解明を実施した。 

平成 26 年度の研究成果は、独自の学力

テストを実施している 52 の都道府県・市

町村教育委員会に対して面接調査を実施し、

その内容を冊子としてまとめたことである。

この面接調査とアンケート調査の結果を基

に、1 件の学会発表を行った。また、日本

の学力テストに関する特別講演を 2 件、ア

メリカの地方教育行政改革に関する特別講

演を 1 件実施し、日米両国におけるテスト

政策の実態に関する分析を行った。アメリ

カにおけるテスト政策に関する学会発表も

1 件行った。分担者の黒田は、マサチュー

セッツ州ボストン市、石井はカリフォルニ

ア州の学力テスト政策の現地調査を実施し、

その実態解明を行った。 

平成 27 年度の研究成果は、日米の全体

研究会を 1 回開催し、日米の学力テスト政

策に関する 8 件の報告を行い、その比較検

証と総括を実施した。また 3 年間の研究成

果として、学会発表を 3 件行い、日米の学

力テスト体制の比較検を行った研究成果を

報告した。最後に、3 年間の研究活動の総

括と研究論文 8 本を掲載した『日米のロー

カル・ミニマム学力保障政策の比較研究』

と題する報告書（190 頁）を刊行した。 
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